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<要旨 >
本研究では、幼・小・保護者の小 1 プロブレムへの対応と児童の小学校入学後の適応との関連性や小 1

プロブレムに関する実態調査をするために幼稚園教員を対象にアンケート調査を実施した。その結果、幼・小・
保護者それぞれの小 1 プロブレムへの対応と児童の小学校入学後の適応との間に正の関連が見られた。しか
し、幼・小・保護者のそれぞれの小 1 プロブレムへの対応には関連が示されなかった。また、幼稚園教員は、
小 1 プロブレムの発生原因を、「子供の問題」、「保護者の問題」、「小学校側の問題」、「幼稚園側の問題」の
順で捉えていた。さらに、小 1 プロブレムへの予防的な取り組みとして、「小学校との交流」、「生活指導・
配慮」、「小学校との情報交換」、「研修参加」などが実施されていた。また、小学校との情報交換をする機会
がないことや、情報提供後に小学校側からのフィードバックがない場合に、幼稚園側は小学校側に不信感を
抱きやすいことが確認された。本研究の結果から幼・小・保護者との連携には依然として課題が残っている
可能性が示唆された。

【キーワード】: 小 1 プロブレム、幼稚園、小学校、保護者、連携

1 . 問題と目的
近年、小学校入学後に学校生活に不適応を起こす児童の問題が「小 1 プロブレム」と呼ばれ、全国的に広

がりを見せている。小 1 プロブレムとは、小学校に入学したばかりの 1 年生がなかなか集団行動になじめ
ない、授業中45分間座っていられない、先生の話が聞けないなど、学校生活になかなか適応できない状態
が数か月続いていることを示す（東京都教育委員会， 2004）。小 1 プロブレムの主な原因として、幼稚園の
行動様式と小学校の行動様式が全く違うことなどが挙げられている（例えば、秋田， 2003）。特に45分とい
う時間をずっと座っているということが大きな違いといえる。また、幼稚園や保育園では生活指導の経験が
少なく、加えて、家庭での教育やしつけの問題が重なって小学校に入ってから不適応に陥ってしまうことが
度々指摘されている（例えば、丹羽・酒井・藤江， 2004）。

一方、小 1 プロブレムの背景には発達障害の問題も存在しているという指摘もある（田中・山本・小渕・
神田， 2007）。特に、障害への対応に関しては、平成28年 4 月には「障害を理由とする差別の解消の推進に
関する法律（障害者差別解消法）」が施行されることになった。障害者差別解消法の第二項では「社会的障
壁の除去を怠ることによる権利侵害の防止」が掲げられており、とりわけ学校教育においては、通常の学級
における特別支援教育が今後の重要なトピックとなってくることが予想される（三谷・松原・板倉・三谷，
2015）。幼保小の連携を強化することによって、発達障害を抱える児童の適切な理解や対応が、発達障害を
抱える児童の二次障害の軽減に繋がっていく。このように発達障害の児童への対応を考慮する必要性から、
近年では幼保小の連携の強化がますます強調されるようになってきている。
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しかし、教育現場では、“連携” という言葉が独り歩きし、幼保小間でどのような連携を取っていったらよ
いか困惑しており、小 1 プロブレムへの対応に苦慮しているのが現状である（森岡・岩本， 2011）。実際、現
在の「幼保小連携」は、都道府県レベルで重点的に取り組まれているところもあれば、幼稚園・保育所を管
轄する市町村レベルにゆだねて具体的な政策を打ちたてていないところもあり、地域によって温度差がある（名
倉・緩利、 2011）。また、東京学芸大学の小 1 プロブレム研究推進プロジェクト（2010）の成果によると、小
1 プロブレムの発生を確認している自治体は 2 割程度であり、そのため、小 1 プロブレムの対応を目的として
の連携では、必要性がないものであると認識される可能性がある。さらに、名倉・緩利（2011）は、「現在の
幼保小連携の研究は、実践報告が多く、理論研究をはじめ実証研究が必ずしも蓄積されているとはいえない。
こうしたことも、幼保小連携の進展がみられないことの原因の一つであろう」と指摘している。

このような小1プロブレムに関する問題が存在するなかで、小学校教員と幼稚園教員と保護者の連携に関する実
証的な知見を提示することは、小1プロブレムの予防や幼保小連携の進展にとって意義があるものであるといえる。
このことから本研究では、幼稚園教員の視点を用いて、幼稚園教員と小学校教員と保護者（以下 : 幼・小・保護者）
それぞれの小1プロブレムへの対応と児童の小学校入学後の適応との関連性を検討する。加えて、幼稚園教員が捉
える小1プロブレムの発生原因や幼稚園側の小1プロブレムの予防的な取り組みに関する実態調査をおこなう。

2 . 方法
1 ）調査対象 : 岐阜県内の私立幼稚園に勤務する33名の教員を調査対象とした。そのうち、女性は32名、
男性は 1 名であった。平均年齢は、30.81歳（SD=10.51）。教員歴の平均は、9.62年（SD=6.81）であっ
た。

2 ）調査時期およびアンケートの配布手続き :2015年 6 月20日の子育て支援員養成講座の講演会において
アンケートを配布した。本調査は無記名であり、調査への協力は任意であることや、回答してもらった
質問紙のデータは統計的に処理し、研究と教育目的でのみ使用されることを伝えた。以上のような配慮
をおこないながら、調査協力者になるべく負担をかけないように実施した。

3 ）質問紙の構成 : 質問紙の構成としては、「フェイスシート」、「小 1 プロブレムへの対応を尋ねる項目」、
「児童の小学校入学後の適応を尋ねる項目」、「小 1 プロブレムの発生原因を尋ねる自由記述欄」、「小 1
プロブレムへの予防的な取り組みを尋ねる自由記述欄」、「本調査や小1プロブレムに関する自由記述欄」
の順で構成されている。

Ⅰ . 幼・小・保護者の小 1 プロブレムへの対応を尋ねる項目
幼・小・保護者の小 1 プロブレムへの対応を尋ねる項目は、東京学芸大学小 1 プロブレム研究推進プロジェ

クト（2010）を参考に新たに項目を作成した。保護者の小 1 プロブレムへの対応を尋ねる項目に関しては、「保
護者は子どもへの関わりを工夫してくれていた」、「保護者は子どもの問題行動に対処出来ていた」、「保護者
は子どもに対して小学校での適応を促す環境を整備した」などの計 6 項目を用いた。また、幼稚園教員の小
1 プロブレムへの対応を尋ねる項目に関しては、「幼稚園では小学校教員との情報交換の機会をもった」、「幼
稚園では園児に小学校の雰囲気を味わわせる機会をもった」、「幼稚園では園児に対して小学校での適応を促
す環境を整備した」などの計 7 項目を用いた。小学校教員の小 1 プロブレムへの対応を尋ねる項目に関し
ては、「小学校では児童の特性を理解してくれていた」、「小学校では児童に合うように授業を工夫してくれ
ていた」、「小学校では児童の保護者との連携をおこなっていた」などの計 6 項目を用いた。以上計19項目
を用いて、「あなたが、過去に関わりをもったことがある問題行動が見られる “気になる子” を一人思い浮
かべてください。下記では、思い浮かべていただいた子どもの “幼稚園入園から小学校 1 年生までの時期”
における保護者、幼稚園、小学校側の子どもへの対応についてお尋ねします。以下の当てはまる箇所に〇を
付けてください」という教示のもと、6 件法（全くあてはまらない 1 点～非常にあてはまる 6 点）で回答を
依頼した。なお、本研究では、保護者の小 1 プロブレムへの対応を尋ねる 6 項目の合計得点、幼稚園教員
の小1プロブレムへの対応を尋ねる 7 項目の合計得点、小学校教員の小 1 プロブレムへの対応を尋ねる 6 項
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目の合計得点を、幼・小・保護者それぞれの小 1 プロブレムへの対応得点として用いた。
Ⅱ . 児童の小学校入学後の適応を尋ねる項目

児童の小学校入学後の適応を尋ねる項目として、小 1 プロブレムは、「集団行動が取れない、授業中に座っ
ていられない、話を聞かないなどの行動が数ヶ月継続する状態である（東京都教育委員会， 2004）ことから、
その定義を参考に「入学後、児童の学校適応は早かった」、「入学後、児童の大きな問題行動の報告はなかっ
た」、「入学後、児童は小学校で友達を作っていた」、「入学後、児童は休まず学校に行っていた」などの計 6
項目を作成し、「問 1 で思い浮かべていただいた問題行動が見られる “気になる子” の小学校入学後の経過
について、以下の当てはまる箇所に〇を付けて下さい」という教示のもと、6 件法（全くあてはまらない 1
点～非常にあてはまる 6 点）で回答を依頼した。なお、本研究では、児童の小学校入学後の適応を尋ねる 6
項目の合計得点を児童の小学校入学後の適応得点として用いた。
Ⅲ . 小 1 プロブレムの発生原因を尋ねる自由記述

幼稚園教員が捉える小 1 プロブレムの発生原因を尋ねる項目として、「問 1 で思い浮かべていただいた “気
になる子” の問題行動が継続した原因を一つ上げるとしたら何だと思いますか ? 下記の枠内にご自由にお書
きください」という教示のもと、自由記述欄に回答を依頼した。
Ⅳ . 小 1 プロブレムへの予防的な取り組みを尋ねる自由記述

幼稚園側の小 1 プロブレムへの予防的な取り組みを尋ねる項目として、「日頃から小 1 プロブレムの予防
という点で、幼稚園で工夫されていることなど御座いましたら下記の枠内にご自由にお書きください」とい
う教示のもと、自由記述欄に回答を依頼した。
Ⅴ . フェイスシート

フェイスシートにて、「小 1 プロブレムとは、小学校に入学したばかりの 1 年生が、（ 1 ）集団行動が取
れない、（ 2 ）授業中に座っていられない、（ 3 ）先生の話を聞かない、などの状態が数ヶ月継続すること」
と定義を明記したうえで、アンケート調査を依頼した。なお、フェイスシートでは、幼稚園教員の性別、年
齢、教員歴を尋ねた。加えて、アンケートの最後に、本調査や小 1 プロブレムに関する自由な意見を頂くこ
とを目的とした自由記述欄を設けた。

3 . 結果
Ⅰ . 小 1 プロブレムへの対応と児童の小学校入学後の適応との関連性

幼・小・保護者それぞれの小 1 プロブレムへの対応と児童の小学校入学後の適応との関連性を検討するた
めに、Pearson の積率相関係数を算出した（Table 1 参照）。その結果、保護者の対応と小学校入学後の適応
との間（r=.43、 P<.05）、幼稚園の対応と小学校入学後の適応との間（r=.50、 P<.05）、小学校の対応と小学
校入学後の適応との間（r=.72、 P<.001）にそれぞれ有意な正の関連が見られた。しかし、幼・小・保護者
の対応にはそれぞれ関連はみられなかった。

 

Table 1 . 幼・小・保護者の小 1プロブレムへの対応と児童の小学校入学後の適応との関連



－ 66 －

Ⅱ . 小 1 プロブレムの発生原因
幼稚園教員の視点での小 1 プロブレムの発生原因について自由記述で尋ねた。そこで収集された自由記述

について KJ 法を用いて分類した。その結果、「子ども」、「保護者」、「小学校」、「幼稚園」の 4 つに児童の問
題行動が継続する原因があると考えられていることが明らかになった（Figure 1 参照）。特に、幼稚園教員の
視点では、小 1 プロブレムの発生原因は、「子どもの問題」や「保護者の問題」であるとの回答が大半を占め
ていた。その次に、「小学校側の問題」、「幼稚園側の問題」という順で捉えられていることが明らかになった。
なお、Table 2 において幼稚園教員が捉える小 1 プロブレムの発生原因のカテゴリーと具体例を示す。
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Figure 1 . 幼稚園教員が捉える小 1プロブレムの発生原因

Table 2 . 幼稚園教員が捉える小 1プロブレムの発生原因のカテゴリーと具体例

 

Ⅲ . 小 1 プロブレムへの予防的な取り組み
幼稚園側の小 1 プロブレムへの予防的な取り組みについて自由記述で尋ねた。そこで収集された自由記述に

ついて KJ 法を用いて分類した。その結果、主な取り組みとして、「小学校との交流」、「生活指導・配慮」、「小



－ 67 －

学校との情報交換」、「研修参加」の 4 つに分類された（Figure 2 参照）。一番多く行われている取り組みとしては、
小学校との交流が挙げられた。次に、「生活指導・配慮」、「小学校との情報交換」という順に多く実践されてい
ることが明らかになった。その他に少数ではあるが、「研修参加」するという意見も見られた。なお、Table 3 に
おいて幼稚園側の小 1 プロブレムへの予防的な取り組みのカテゴリーと具体例について示す。
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Figure 2 . 幼稚園側の小 1プロブレムへの予防的な取り組み

Table 3 . 幼稚園側の小 1プロブレムへの予防的な取り組みのカテゴリーと具体例
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Ⅳ . 連携をしていく上で陥りやすい問題
本アンケートの最後に実施した小 1 プロブレムに関しての自由記述の項目の中で、「小学校側に連携しよ

うという意思がなくて、入学後子供の問題が悪化してしまった」、「小学校側に情報提供をしてもその後どう
なったか分からない」という記述が見受けられた。

4 . 考察
Ⅰ . 小 1 プロブレムへの対応と児童の小学校入学後の適応との関連性について

本研究では、小 1 プロブレムへの対応と児童の小学校入学後の適応との関連性を検討した結果、幼・小・
保護者の小 1 プロブレムへの対応と児童の小学校入学後の適応との間に正の関連が見られた。しかし、幼・小・
保護者のそれぞれの小 1 プロブレムへの対応間には関連が示されなかった。この結果から、幼・小・保護者
のそれぞれの間での小 1 プロブレムへの対応に向けた連携は不十分であることが示唆された。この点は、先
行研究の知見でも多く挙げられていたように、幼・小・保護者間で連携をどう取っていったらよいか苦慮して
いる現状を反映した結果といえる。今後、小 1 プロブレムへの対応だけではなく、児童の中・長期的な適応
を考慮した幼・小・保護者間での連携システムの構築が必要性を持つであろう。丹羽・酒井・藤江（2004）は、
幼・保・小の教諭と保護者の間では育てたい子育て像が異なっていることから、それぞれの立場において相
互理解し連携をしながら子どもを支援していく必要性を述べている。特に、幼稚園においてはじめて教育機関
と親子との関係が構築され、その後は、「幼稚園‐親子」、「幼稚園‐小学校‐親子」というように移行してい
くことが効果的な連携関係であるといえる。実際、平成17年に公表された中央教育審議会の答申では、幼保
小の連携で重要なのは「発達と学びの連続性」であると指摘している（文部科学省、 2005）。この点を踏まえ
ると、「幼稚園‐小学校‐親子」の関係は、「小学校‐中学校‐親子」というように段階的に関係を継続して
いくことが、小 1 プロブレムだけでなく、中 1 ギャップの予防にも繋がってくるのではないだろうか。
Ⅱ . 小 1 プロブレムの発生原因について

本研究では、小 1 プロブレムに関する実態調査において、幼稚園教員は小 1 プロブレムの発生原因を「子
どもが問題である」と回答していた。その理由としては、子ども自身が感情をうまくコントロールできなかっ
たり、環境の変化にうまく適応ができなかったり、コミュニケーションの取り方がなかなか不器用だったり
することが問題の原因にあると認識されていることが明らかにされた。このことから、小 1 プロブレムと
いった問題行動の背景にはやはり発達障害の可能性を十分に念頭に置く必要があるといえる。また、この知
見に関連するものとして、小林（2003）は、幼・保・小における教師が共通して児童が不適応であると捉
える項目として「興味や関心の赴くままに行動する項目」が挙げられることを明らかにしている。従って、
環境の変化にうまく溶け込めず、集団行動に馴染めないような児童は小 1 プロブレムの可能性があると幼稚
園側は認識していると考えられる。

一方、「保護者が問題である」と回答した記述も多く見受けられた。その中で、「親の育児への関心が低く、
連携しようとしてもうまく情報交換ができない」、「保護者が子どもの問題行動を受け入れないこと」、「子ど
もの特性をなかなか理解していない」というような記述が見受けられた。このことから、幼稚園側と保護者
側の連携の問題の背景には、保護者の子どもの障害への無理解および保護者の障害受容の問題があることに
ついて考えていくことが必要になる。中田（1995）は、発達障害などその状態が理解しにくい場合、親は「い
つか治るのではないか」という期待とあきらめの繰り返しによる感情のジレンマに陥り、段階的に障害受容
が進むというより、障害の肯定と否定を繰り返しながららせん状に進んでいくものだと述べている。特に、
グレーゾーンにいるような子どもの場合は、年齢を重ねるごとに出来なくなることが増えてくる。これらの
ことを踏まえると、子どもが幼稚園の段階で保護者の障害の受容が進んでいることは困難であるのではない
だろうか。このことから、幼稚園教員や小学校教員が発達障害を持つ保護者の心理的な状況についての理解
をしていくことが保護者との連携をスムーズにし、小 1 プロブレムの予防に繋がっていくと考えられる。
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Ⅲ . 小 1 プロブレムへの予防的な取り組みについて
幼稚園教員の小 1 プロブレムへの予防的な取り組みとして、「小学校との交流」が多く見られた。特に、

異年齢間の交流が含まれる小学生と園児との交流が行われることが明らかになった。これは、園児が小学校
をなかなかイメージできないといった不安感に対して、小学生が園児と直接交流するということで、園児に
安心感を与えることに役立つ取り組みであることが推察される。加えて、このことは、園児だけでなく、小
学生が主体的に幼稚園の子どもたちの世話やサポートをしてあげると小学生も後輩たちの役に立っていると
いう感覚が生まれ、小学生の自律性や自尊心の向上に繋がることになるのではないだろうか。実際、異年齢
や異世代との交流を体験することで生きる力につながる社会性や対人関係能力が育まれるということが指摘
されている（開・柿森， 2009）。そのため、教員は子どもたちの交流をバックアップする姿勢を取りながら、
なるべく子どもたちが主体的に関われるような機会をつくっていく工夫が必要になる。

一方で、小学校との情報交換を実施しているような取り組みはそれほど多くはない現状が示された。さらに、
幼稚園側の視点からしてみると、情報交換がされる機会がないことや、情報を提供したにも関わらず、小学校
側からのフィードバックがないことに対して不信感を抱き、ますます小学校側と情報が交換されなくなるとい
う悪循環が起こっている可能性がある。このような悪循環に陥らないためにも、日頃の幼稚園側と小学校側の
相互交流の機会を積極的につくっていくことは、障害者差別解消法の第二項の「社会的障壁の除去を怠るこ
とによる権利侵害の防止」という側面を考えていく上では必要不可欠な課題になってくるであろう。
Ⅳ . 今後の課題

最後に、本研究はあくまで幼稚園教員のみの視点を用いた調査である。そのため今後は、小学校教員や保
護者の視点を踏まえた調査が必要になる。また、本調査は十分なサンプル数の上での調査ではない。さらに
本調査で用いた質問項目は信頼性や妥当性の保証された指標ではない。これら点に大きな課題を抱えている
ため、今後はより十分なサンプル数を用いた上で、信頼性と妥当性が保証された調査を実施していく必要が
ある。しかし、本研究では、これまでほとんど示されていなかった小 1 プロブレムに関する実証的な知見を
提示した点では、小 1 プロブレムの実態解明に向けて進展したものになったのではないだろうか。特に、本
研究を通して幼小保および保護者との連携は十分ではないことが明らかになった。それ故、小 1 プロブレム
の問題の原因を考えていく際に、子ども個人を問題として捉えることはいったん保留した方がいいのではな
いだろうか。なぜなら幼稚園や小学校と保護者の連携に関する課題がたまたま小 1 プロブレムとして現れて
いるだけかもしれないからである。小 1 プロブレムを示す児童にとって、彼らの問題行動はたまたまその環
境に適応できていないことを、我々支援者や教育者に示してくれているサインとして受け取る必要がある。
わが国では、多様な人々が共生していくインクルーシブな社会の形成を課題の一つとして掲げている（文部
科学省， 2012）こともあり、児童の環境適応を促す支援の展開が今後よりいっそう教育現場では求められる
ことになるであろう。

【付記】
本研究は愛知教育大学の平成27年度文部科学省委託事業発達障害に関する教職員育成プログラム開発事

業の一環で開催された「シンポジウム発達障害支援におけるタテの連携を考える」で報告した内容の一部を
改変したものである。
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【Appendix】

Table 4 . 幼・小・保護者の小 1プロブレムへの対応を尋ねる項目

 

Table 5 . 児童の小学校入学後の適応を尋ねる項目

 




